
労働費の適切な転嫁の為の価格交渉に関する方針 

 

ウチヤ・サーモスタット株式会社は、令和 5(2023年)年 11月 29日付け内閣官房及び公正

取引委員会から公表された、「労働費の適切な転嫁の為の価格交渉に関する指針」に基づき発

注者としての取り組み方針を日頃の購買活動に反映させて来てはおりますが、今一度、文書に

て提示いたします。 

 

1. 受注者の皆様と価格交渉・価格転嫁に関し、従来通り定期的なコミュニケーションの場合に置

いて十分な協議を行います。 

 

2. 受注者の皆様からの価格転嫁交渉には、誠実に協議対応致します。 

 

3. 価格交渉に関し、サプライヤーチェーン全体での適正価格設定を念頭に置いた交渉に努めて

参ります。 

 

4. 価格交渉の場では、受注者様から提示された公表資料を尊重し、交渉に至る記録を作成して

保管に努めます。 

 

5. 価格協議及び価格引き上げ要請を行ったことを理由に、不当な取り扱いを行いません。 

 

2025年 6月 27日 

ウチヤ・サーモスタット株式会社 

代表取締役社長  清水 澄人 

 

 

-Ａ- 



2025年 5月 16日に下請法が改正されました。  改正下請法 4つの改正ポイント  この影響

で、下請法の処分事例も増えています。 下請法を知らなかった、相手の合意を得ていたという

言い訳は一切通用しません。罰金だけではなく、企業の信頼性を著しく低下させる恐れもありま

す。 

 

今回の下請法改正の 4大ポイント  

1. 物流を追加：荷主と運送業者の適用対象に追加  

2. 事業規模に合った適用範囲を追加：従業員数や売上高を適用基準に追加  

3. 「買いたたき」の解釈の明確化：原価の転嫁の拒否または無視した値下げ  

4. 運用基準の明確化：代金の支払い、契約書の整備、不当な返金、約束手形などの基準の明確

化 
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